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 外国における技術者資格をもって申請する
場合には、別途国土交通省総合政策局建設市
場整備課における建設コンサルタント業務等
に関する国土交通大臣認定を受けた者のみを
認めるものとする。
なお、参加表明書の提出期限までに当該認
定を受けていない場合にも参加表明書を提出
することができるが、この場合、参加表明書
提出時に当該認定の申請書の写しを提出する
ものとし、当該業者が指名を受けるためには
指名通知の日までに大臣認定を受け、認定書
の写しを提出しなければならない。指名通知
の日は平成29年６月23日（金）を予定する。
 紙入札方式による参加を希望する場合の手
続 紙入札方式による参加を希望する者は、
上記４の期限までに、参加表明書等とと
もに紙入札方式参加（変更）届出書（電子入
札留意事項様式１）を、上記４に示す場所
に持参、郵便（書留郵便に限る）又は託送に
より提出しなければならない。
 詳細は入札説明書による。
６ Summary

 Official in charge of the contract of the

procuring entity : Mitsuhiro Murao Direc‑

tor General of Kansai Branch, West Nippon

Expressway Company Limited

 Classification of the services to be pro‑

cured : 42

 Subject matter of the contract : Kobe ex‑

pressway office jurisdiction laying earth on

the ground quality of soil investigation

 Time Limit for the submission of applica‑

tion forms and relevant documents for the

qualification by electronic bidding system :

4 : 00 P.M. 8 June 2017 (if brought with you,

4 : 00 P.M. 8 June 2017. if by mail, 4 : 00

P.M. 8 June 2017)

 Time Limit for the submission of propos‑

als : 4 : 00 P.M. 3 July 2017

 Time Limit for the submission of tenders

by electronic bidding system : 11 : 00 A.M. 7

August 2017 (If brought with you, 11 : 00

A.M. 7 August 2017. If by mail 11 : 00 A.M.

7 August 2017)

 The language used for application and

inquiry shall be Japanese.

 Contact point for tender documentation :

Katsutoshi Kobayashi, Assistant Manager

of Accounting Division, General Affairs

and Planning Department, Kansai Branch,

West Nippon Expressway Company Limit‑

ed, 113, Iwakura‑cho, Ibaraki City, Osaka
Prefecture 5670871 Japan Tel. 066344
9242 Fax. 0663449913

競争参加者の資格に関する公示
大阪湾岸道路西伸部神戸中部地区地質調査業務
に係る設計共同体としての競争参加者の資格（以
下「設計共同体としての資格」という。）を得よう
とする者の申請方法等について、次のとおり公示
します。
平成 29 年５月 29 日

近畿地方整備局長 池田 豊人
◎調達機関番号 020 ◎所在地番号 27
１ 業務内容
 業務名 大阪湾岸道路西伸部神戸中部地区
地質調査業務
 業務内容 本業務は、神戸市中部地区にお
いて、大阪湾岸道路西伸部の設計に必要な地
質調査等を行う業務である。
主な業務内容は以下のとおりである。
・機械ボーリング １式
・サンプリング １式
・サウンディング及び原位置試験 １式
・室内土質試験 １式
・総合解析 １式
・解析等調査 １式

 履行期間 契約締結日の翌日から平成30年
３月20日

２ 申請の時期
平成29年５月29日から平成29年６月８日まで
（行政機関の休日に関する法律（昭和63年法律
第91号）第１条第１項に規定する行政機関の休
日（以下、「休日」という。）を除く。）。
受付時間は（受付期間中の各日とも）９時15
分から16時30分までとする。
３ 申請の方法
 申請書の入手方法 「競争参加資格審査申
請書（建設コンサルタント業務等）」（以下「申
請書」という。）は、平成29年５月29日から近

畿地方整備局浪速国道事務所経理課において
設計共同体としての資格を得ようとする者に
交付する。
なお、平成29年５月29日から平成29年６月
８日まで（休日を除く。）においては、電子入
札システムにおいても交付する。
 申請書の提出方法 申請者は、申請書に大
阪湾岸道路西伸部神戸中部地区地質調査業務
設計共同体協定書（４の条件を満たすもの
に限る。）の写しを添付し、持参又は郵送（必
着。書留郵便に限る。）により提出すること。
なお、電子入札システムによる申請は認めな
い。
提出場所は次のとおりとする。
〒5408586 大阪府大阪市中央区大手前

１５44大阪合同庁舎第１号館 近畿地方
整備局総務部契約課調査係 電話066942
1141
 申請書等の作成に用いる言語 申請書及び
添付書類は、日本語で作成すること。

４ 設計共同体としての資格及びその審査
次に掲げる条件を満たさない設計共同体につ
いては、設計共同体としての資格がないと認定
する。それ以外の設計共同体については、「競争
参加者の資格に関する公示」（平成28年10月３日
付け国土交通省大臣官房地方課長、国土交通省
大臣官房官庁営繕部管理課長。以下「平成28年
10月３日付け公示」という。）６（測量・建設コ
ンサルタント等業務）のからまでに掲げる
項目を確認したうえで設計共同体としての資格
があると認定する。
 組合せ 構成員の組合せは、次の条件に該
当する者の組合せとするものとする。
１）予算決算及び会計令（昭和22年勅令第
165号）第70条及び第71条の規定に該当し
ない者であること。
２）近畿地方整備局（港湾空港関係を除く。）
における平成29・30年度地質調査業務に係
る一般競争（指名競争）参加資格の認定を
受けていること。
３）近畿地方整備局長から地方支分部局所掌
の建設コンサルタント業務等に関し指名停
止等を受けていないこと。
４）平成28年10月３日付け公示５（測量・建
設コンサルタント等業務）のからまで
に該当しない者であること。

 業務形態
１）構成員の分担業務が、業務の内容により、
大阪湾岸道路西伸部神戸中部地区地質調査
業務設計共同体協定書において明らかであ
ること。
２）一の分担業務を複数の企業が共同して実
施することがないことが、大阪湾岸道路西
伸部神戸中部地区地質調査業務設計共同体
協定書において明らかであること。

 代表者要件 構成員において決定された代
表者が、大阪湾岸道路西伸部神戸中部地区地
質調査業務設計共同体協定書において明らか
であること。
 設計共同体の協定書 設計共同体の協定書
が、「建設コンサルタント業務等における共同
設計方式の取扱いについて」（平成10年12月10
日付け建設省厚契発第54号、建設省技調発第
236号、建設省営建発第65号）の別紙１に示
された「設計共同体協定書」によるものであ
ること。

５ 一般競争（指名競争）参加資格の認定を受け
ていない者を構成員に含む設計共同体の取扱い
４２）の認定を受けていない者を構成員に
含む設計共同体も２及び３により申請をするこ
とができる。この場合において、設計共同体と
しての資格が認定されるためには、４２）の
認定を受けていない構成員が４２）の認定を
受けることが必要である。また、この場合にお
いて、４２）の認定を受けていない構成員が、
当該業務に係る開札の時までに４２）の認定
を受けていないときは、設計共同体としての資
格がないと認定する。
６ 資格審査結果の通知
「競争参加資格認定通知書」により通知する。

７ 資格の有効期間
６の設計共同体としての資格の有効期間は、
設計共同体としての資格の認定の日から当該業
務が完了する日までとする。ただし、当該業務
に係る契約の相手方以外の者にあっては、当該
業務に係る契約が締結される日までとする。
８ その他
設計共同体の名称は、「大阪湾岸道路西伸部神
戸中部地区地質調査業務 ・××設計共同
体」とする。
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